
上下水道料金のあり方

栃木市 上下水道局

資料 ３



上下水道を取り巻く環境

 人口減少、節水機器の普及により、水需要は減少し、料金収入の増加が厳しい状
況の中、老朽化した施設の更新費用の財源確保が必要となる。

※栃木市水道ビジョン（p.16）より
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１ 水道料金と下水道使用料の違い

２ 水道事業の現状と課題

３ 公共下水道事業の現状と課題

４ 農業集落排水事業の現状と課題
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１ 水道料金と下水道使用料の違い
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（１）水道料金について

水道水の供給は、水道事業者と需要者との給水契約に基づいてなされる。

給水契約は任意

★水道事業は、利用者からの料金収入により運営されることが適切である。

※ただし一部、消火栓の維持管理費など、水道利用者以外も関係するものについ
ては、一般会計が負担すべきものもある。

水道事業者
利用者

水道料金

水道水の供給

給水契約
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（２）水道料金の算定について
水道料金は、総括原価方式により算定します。

総括原価

資産維持費とは・・・
資産維持費＝対象資産×資産維持率
※対象資産は、将来も維持すべき償却資産
※資産維持率は、施設等を更新する費用、建設当時の費用を比べた場合、物価上昇や工事の施
工環境の悪化等により費用の増大が見込まれることから、不足が想定される分を算入するもの

【営業費用】

【資本費用】

総括原価方式とは

支払利息+資産維持費

・原水及び浄水費
・配水及び給水費、
・一般管理費
・減価償却費
・資産減耗費
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（３）総括原価の算定例（Ｒ３決算見込み）

費用 （千円）

営業費用
①

維持管理費

原水及び浄水費 382,266 

配水及び給水費 395,968 

一般管理費 199,263 

減価償却費 1,054,129 

資産減耗費 40,825 

資本費用
②

支払利息 123,770 

資産維持費

控除項目 ③ 85,917 

総括原価 ①+②-③ 2,110,304 

給水収益 2,048,384 

差 △ 61,920

資産維持費を
いくらにすべきか

給水収益で賄うべきでは
ない他事業からの負担金
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（４）下水道使用料について
下水道が供用開始された場合は、下水道を使用しなければならない。
（下水道法第10条、第11条の3）

下水道は接続義務

下水道を整備することで、使用者の排水処理だけでなく、都市の健全な発達、公衆衛生の向上、
公共用水域の保全等にも寄与するため、主に以下の項目については、一般会計が負担すべきもの
である。
（繰入基準）
雨水処理費、資本費の一部、水質規制費（公共用水域の水質保全）、普及促進費（水洗便所へ
の改造）、不明水処理費

※ただし、下水道事業は過去の整備に係る多額の企業債残高を抱えており、元金や利息の償還な
ど、使用料収入と基準内繰入金だけでは、不足が生じるため、赤字補てん（基準外繰入金）に
より不足を賄っている。
基準外繰入金は、下水道を使用していない市民の税金も投入されていることから、削減に努め
なければならない。 7



国

下水道事業

使用者

下水道使用料

下水の処理

市全体 都市の健全発達
公衆衛生の向上
公共用水域の保全

雨水排水

基準内繰入金

基準外繰入金

主に企業債の返済

下水道使用料

地方交付税措置

下水道使用料については、国が適正な使用料単価として
１５０円／㎥と示している。 8



２ 水道事業の現状と課題
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（１）水道事業 給水原価と供給単価
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給水原価と供給単価の推移

給水原価 供給単価

平成２７年の料金改定以降、激変緩和措置を経て、供給単価【給水収益/有収水量】が127円となり、
給水原価【（経常費用-受託工事費）／有収水量】は、漏水修繕の増加、物価上昇に伴う動力費の増加
等に伴い、年々増加傾向となっている。令和３年度決算見込みでは、供給単価127.86円に対して給水
原価が137.46円となり、給水収益で賄うべき費用を賄えていない状況であり、今後も物価上昇の影響
や施設の老朽化による修繕等、維持管理費の増により、給水原価は上昇傾向にあると予測される。

（円／㎥）

Ｈ２５岩舟町（参考）
給水原価 192円／㎥
供給単価 186円／㎥

・給水原価とは、年間の水道水を供給するために必要な費用を給水量（有収水量）で割った値
・供給単価とは、年間の水道料金を給水量（有収水量）で割った値

施設台帳整備
漏水修繕費の増加

動力費の減
委託料、修繕費の減

10



-2,000,000

-1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

水道事業 経営見通し

利益 内部留保資金 資本的収支 給水収益 資金

（２）水道事業 経営見通し

Ｈ２７の料金改定による給水収益の減少により、利益は年々減少傾向となっている。
更新工事の実施による資本的収支の不足額が、内部留保させる資金と利益を上回っているため、内部
資金は年々減少を続け、令和８年度には枯渇する見込みである。

（千円）
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

業務活動 1,180,726 1,425,184 1,207,484 938,872 1,039,957 1,037,336 1,085,893 1,037,148 1,041,860 1,043,548 1,046,021 1,048,903 1,046,576 1,045,185

投資活動 △ 877,616 △ 377,078 △ 1,393,92 △ 975,060 △ 1,105,12 △ 1,718,40 △ 1,223,07 △ 1,226,40 △ 1,153,60 △ 1,290,40 △ 1,264,00 △ 1,508,00 △ 1,421,60 △ 1,308,00

財務活動 △ 565,179 △ 593,398 △ 554,912 △ 554,917 △ 328,789 192,327 △ 25,712 △ 264,521 △ 182,347 △ 264,087 △ 305,417 △ 65,162 △ 119,607 △ 265,188

資金期末残高 4,061,846 4,516,553 3,775,197 3,184,092 2,790,134 2,301,397 2,138,503 1,684,729 1,390,643 879,704 356,307 △ 167,952 △ 662,584 △ 1,190,58

△ 5,000,000

△ 4,000,000

△ 3,000,000

△ 2,000,000

△ 1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

△ 2,000,000

△ 1,500,000

△ 1,000,000

△ 500,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

水道事業 現金の推移

（３）水道事業 現金の推移

業務活動による現金のプラスに対して、投資活動、財務活動（企業債の償還・借
入）による現金のマイナスが上回り、資金期末残高は減少を続け、令和８年度には
現金残高がマイナスとなる見込みである。
投資額を抑える等、経営の見直しが課題である。

活動（千円） 現金残高（千円）
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３ 公共下水道事業の現状と課題
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公共下水道事業 処理原価と使用料単価

処理原価 使用料単価 目指すべき使用料単価（国）

（１）公共下水道事業 処理原価と使用料単価

（円／㎥）

処理原価は、企業債利息の減少により年々下がる傾向にあるものの、使用料単価との差は大きく、不足分に
ついては、一般会計から基準内、基準外繰入金により賄われている。
国の示す最低限目指すべき適正な使用料単価は１５０円／㎥とされているのに対して、本市の使用料単価は
約１３７円／㎥である。

・処理原価とは、年間の下水を処理するために必要な費用を有収水量で割った値
・使用料単価とは、年間の下水道使用料を有収水量で割った値
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公共下水道事業 経営見通し

利益 内部留保資金 資本的収支 使用料収入 資金 繰入金

（２）公共下水道事業 経営見通し

元金償還金の減少により、資本的収支の不足額は、減少傾向にあり、繰入金も減少を続ける。
下水道の整備により減価償却費は増加傾向にあるものの、使用料収入は、ほぼ一定のため利益は年々
減少傾向となる。

（千円）
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（３）公共下水道事業 現金の推移

Ｒ７までは、投資活動・財務活動（企業債の償還、借入）による現金のマイナスが大きく、資金期
末残高は減少を続けるが、企業債の償還金は年々減少傾向にあるため、令和８年度より業務活動に
よる現金のプラスが、投資活動、財務活動のマイナスを上回ることにより、資金期末残高は増加す
る見込みである。

活動
（千円）

現金残高
（千円）

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

業務活動 1,489,122 1,454,789 1,477,943 1,447,826 1,406,292 1,403,472 1,417,432 1,312,786 1,277,661 1,235,902 1,221,064 1,274,798 1,271,984

投資活動 △ 177,599 △ 507,765 △ 339,193 △ 749,268 △ 812,319 △ 784,169 △ 638,121 △ 638,261 △ 572,677 △ 473,800 △ 496,148 △ 444,186 △ 465,612

財務活動 △ 791,185 △ 958,644 △ 710,920 △ 925,777 △ 751,442 △ 734,099 △ 851,355 △ 730,531 △ 586,415 △ 664,245 △ 642,066 △ 716,089 △ 655,205

資金期末残額 941,714 930,094 1,357,924 1,130,705 973,235 858,439 786,396 730,389 848,957 946,814 1,029,664 1,144,187 1,295,354
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公共下水道事業 繰入金の推移

基準内 基準外

（４）公共下水道事業 繰入金の推移

基準外繰入金の削減に努め、令和１２年度には基準外繰入金0を目指す。

（千円）
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（５）公共下水道事業 企業債の元利償還金、残高の見込み

公共下水道事業は、元金と利子の償還金のピークを過ぎており、今後減少する見込み

企業債残高（千円）元利償還金（千円）
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（６）公共下水道事業 耐用年数50年を迎える管渠延長

耐用年数を超える管渠は、令和30年度をピークに増える見込み
管渠の更新には多額の資金が必要となる。
更新費用の財源は、国庫補助金、企業債、自己資金
企業債に頼りすぎないよう、自己資金を蓄えていく必要がある

平準化を図る
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４ 農業集落排水事業の現状と課題
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農業集落排水事業 処理原価と使用料単価

処理原価 使用料単価

（１）農業集落排水事業 処理原価と使用料単価

農業集落排水事業は、処理原価より使用料単価（約117円／㎥）が大きく下回っている状況である。
接続率が低いこと、処理区域内の人口密度が低いこと、６か所の処理施設を維持管理していることから
処理原価は高く、排水量の少ない一般家庭からの排水が主であり、学校、病院等の大口排水者が少ない
ことから、使用料単価は公共下水道より低い。

（円／㎥）
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（参考）下水道使用料金体系

汚水量 金額（円／㎥）

～１０㎥ （基本料金）1,166円

１１㎥～３０㎥ 127円

３１㎥～５０㎥ 136円

５１㎥～１００㎥ 146円

101㎥～ 187円
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（２）農業集落排水事業 経営見通し

農業集落排水事業は、維持管理費を使用料収入で賄えていないため、維持管理の不足分と元金償還金を
基準外の繰入金に頼っている状況である。
企業債償還金の減少により繰入金は減少傾向にある。

（千円）
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

業務活動 133,432 128,719 130,213 129,380 116,097 121,537 121,619 121,701 110,600 101,594 91,769 91,849 74,075

投資活動 66,490 54,459 55,177 56,887 66,536 24,359 14,284 13,878 18,414 20,935 29,446 30,138 38,908

財務活動 △ 194,309 △ 186,484 △ 184,617 △ 185,640 △ 163,061 △ 150,494 △ 140,468 △ 140,144 △ 133,578 △ 127,094 △ 125,780 △ 126,552 △ 117,548

資金期末残額 62,814 60,626 61,190 61,817 81,389 76,791 72,227 67,662 63,097 58,532 53,967 49,403 44,838
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（３）農業集落排水事業 現金の推移

業務活動、投資活動の現金のプラスと財務活動（企業債の償還）の現金のマイナス
がほぼ均衡しており、資金期末残高は横ばいとなる。

活動
（千円）

資金残高
（千円）
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（４）農業集落排水事業 繰入金の推移

繰入金全体額は減少傾向となるが、資本費（減価償却費+利子）の減少により基準
内繰入金は減少、維持管理費、元金償還に対する基準外繰入金の全体に対する割合
は大きくなる。

（千円）
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（５）農業集落排水事業 企業債の元利償還金、残高の見込み

元金と利息の償還は、H30年度にピークを迎え、現在は減少傾向にある。

元利償還金（千円） 企業債残高（千円）
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農業集落排水事業 地域別 処理原価と使用料単価
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（参考）農業集落排水事業 地域別 処理原価と使用料単価

特に、藤岡地域においては、処理原価が約1,000円／㎥となっている。藤岡地域につい
ては、大平、西方地域と比べて、新しい施設であり、減価償却費、利息が多いこと、真
空方式により維持管理コストが高いことが、処理原価が高い要因である。

（円／㎥）
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